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I 

本塁手は，エール大学経済成長センターが1961年以来行

なってきた，途上国国民経済の総体的研究の成果の一環

である。センゲーでの一連の国別研究は，国民所得統計

を中心とするマクロ・データに基づく，経済成長とその

過程での構造変化の数量的把握と，そこから＝尊かれる経

験的命題の提示という，方法論的に統一された性格を持

ち，事実に立脚した経済発展論を構築するうえでの基礎

的研究として，重要な貢献をしてきた。しかし，同時

に，このようなアプローチの限界も明らかとなってきて

L るo近年，経済発展の評価基準として福祉面の君主要性

が増すにつれ，福祉水準の数量的把握が要請され，ま

た，成長と福祉との関係の分析が課題として提示される

に至った。そして，また，具体的な政策措置を評価する

うえで，経済主体の行動の分析の重要性が一段と強調さ

れているの

本書では，このような新しい問題意識を以映して，韓

国経済の成長と構造変化の統計的確認に加え，福祉面の

動向を検討し，また，いくつかのトピックについては，

既存のミクロ分析が援用されている。本書の構成を以下

に示し，続いて，簡単な江メントを付しながら，各章の

内容を紹介する。

序章

第1章歴史的背景

第2霊安成長加速と｝構造変化

第3章成長加速の原因と帰結

第4主主労働力吸収

第5章農業の寄与

第6章製造業の急速な成長

第 7 議 i~幣，物価，金融政策

第8箪： :.i次にわたる 5カif.計爾

II 

第 lJj£では， 1876年から1953年にかけての政治的，経
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済的変遷が跡づけられ，朝鮮戦争終γ時における経済状

況が，その後の経済成長の基点として示される。

まず，開固から植民地化に至る国際的・国内的政治過

程を簡単に記述した後，日本の植民地としての朝鮮経済

の形成と展開が，貿易，農業生産予人ll・労働力，産業

構造等についての朝鮮総督府の統計資料に基ぺいて数量

的に把揮され， 11木の植民地経営政策の変遷につU、ての

説明が加えられる。ここでは，着実かっ急速な生産培力II

が，あくまで日本の要求にしたがって実現されたもので

あり，経済発展の成果は朝鮮人の多くの享受するところ

とはならなかったことが，制度的差別・抑圧の事実の列

記のみならず， l人当り食糧消費，雑穀輸入，実質賃金，

就学率，職種別就業，労働移動等の統計資料により，裏

づけられてU、る。しかし，日本による植民地化が戦後の

経済発展に及ぼし允効果についてi土，農業投資で台湾に

劣っていた点が指摘されるのみで，はっきりした判断は

述べられてャない。

第2京では， 1953～72年の期間につき，韓国経済の成

長と構造変化を示す統計指標が提示される。

ff：平均成長務（%）

｜坦γii企i~l主組員
前JVI(1953 55～1960 62) I 3.91 3.01 0目s I 1.4 

後期（1960-62～1970ー 72)I 8.81 2.31 6.3 I 5.4 

ここで著者は， 1960年頃を境とする成長の加速化に注

目し，前期（50年代）と後期（60年以降）での成長ノζー

フォーマンスの相違を，解明さるべき中心課題として設

定する。

産業構造の変化は， GD Pおよび労働力の産業部門別

シェアの推移により示される。

IGD Pのシェア（%）｜労働力の γ ェア（%）
産 業｜ I l一一一トー l I I 1953 I 1960 I 1970 I 1953 I 1960 I 1970 

｜～~日 I～62 I～72 I～55 I～§.2 I～7立

第 1 次 I50.4 I 45.2 29.5 I 77.0 I 63.1 I 49.9 

第 2 次 I10.6 I 17.1 35.2 I (113.0 I 21.1 
I I I I 33.0{I I 

第 3 次 I39.o I 37.7 35.3 I ll 23.9 I 29.0 

産業構造を変化させる要因として，需要面（所得弾力

性，輸出〕，供給而（投資行動，技術進歩〕，政策要因

（工業化政策〕のそれぞれについて，具体的検討が行な

われ，輸出成長に主導された工業化パターンであること

が示唆される。／〉いで，各部門の王F‘均労働生産,t生の推移
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が示され，部門腐の生産性格差が，一貫して拡大してい

ることが示されるc

支出面では，後期における資本形成と輸出・輸入のシ

ヱアの急速な増大と，それに対応する消費のシェアの減

少在確認した後，民間消費，政府消費，資本形成， i輸出

・輸入の各項目につき，その内部構成を示すより詳細な

統，z十資料が示される。投資両日分においても第二次産業の

シェアは高まるが，それには，製造業への投資よりも運

輸・通信等への投資の急速な増大が大きく寄与している

ことが，明らかにされてし、る。貿易面でも，後期での絶

対額の急速な滑加とともに，工業化の趨勢が明らかに示

される。輸出中の工業品（SITC5～日）のシェアは，

1955年に10%, 1960～62年に17%, 1970～72年に82%と

後期に急上昇し，工業品の中では，労働集約的産業（合

板，繊維，電気機器，かつら等）への輸出の集中が見ら

れることが指摘される。輸入の構成の変化については，

輸入代替工業化の進展と対応するものであることが指摘

される。これに関連して，輸出製造業の労働集約度と直

接・間後の雇用効果，輸入代替政策と輸出促進政策のコ

スト・ベネフ fヅトについて，理論概念上および計測上

の問題点の検討がなされ，いくつかの研究結果の紹介が

千Tなわれている。

続いて，貯蓄の源泉の構成比の推移が示される。

ここでは， 60年代なかばの，徴税体制の強化による政

府貯蓄の負から正への転換と，手I］子率の引上げによる民

間貯蓄の動員が，外国貯蓄への依存度の引下げを可能に

した要因として指摘されている。

最後に．この章の要約として， 60年代の韓国の経済成

長の中心が第二次産業であり，そして第二次産業の中心

が製造業であり，その製造業の成長を主導したのが輸出

産業であることが，結論として述べられる。

第3章では，まず，前章で権高官、した60年代における成

長加速を説明するものとして，短期的要因と長期的要因

が指摘される。短期的要因としては，経済の安定化およ

び自由化と，市場機構の活用による，輸出拡大を通じて

の工業部門の成長の追求が，強力な政府の指導のもとで

精力的に推進されたことが，挙げられている。長期的要

因として；ま，第2次大戦後に実施された諸改革（文盲一

掃運動，教育の普及，農地改革）が，労働力の質の向上，

食料増産を通じて，経済成長への長期的制約を除去した

こと，また， 50年代の経済再建期とそれに続く輸入代替

期を縦て，韓国の産業構造の変革が進んでいたことが述

ベハれている。この指摘はあまりにも判然とも思われる

：書評

が，韓国の経済成長の達成が，輸入代替工業化政策から

輸出志向工業化政策への転換によってもたらされたも

の，と要約される際に，応々にして見失われがちな，政

策転提を司能ならしめた条件の指摘として，特に注意を

しておきたい。

本主主の後半は，経済成長の福祉面での成果の検討にあ

てられてし、る。本稿の最初の表に示されてu、るように，

実質 1人当り消費は60年代に，年率5.4%の成長を記録

し， 69%の増加を示した。また，教育，衛生，栄養，寿

命・死亡率等の統計によっても，国民の福祉水準が向上

したことが，明らかに認められる。同時に，これら福祉

凶での改善が，経済成長の加速化に貢献したであろうこ

とも，指摘されている。次に，統計的に確認される平均

的個人の福祉の向上が，成長の成果の平等な分配による

ものであるのか，あるいは，分配上の不平等の増大を蔽

い隠すものであるのかの検討が行なわれるの産業部門別

および地域別の労働者1人当り生産高の格差は，第二次

産業と第一次産業，都市部と農村部で， 1960～62年にほ

ぼ2倍だったのが， 1970～72年にはほぼ3倍へと拡大し

ていることが示され，これは，間接的ながら，工業化と

都市化が，部門間および地域聞の所得分配の不平等化を

伴っていることを示すものと，結論づけられる。そして

所得分配は60年代初頭に異常なるほどに千等であったが

ために，その後の産業矯造の変化を伴う急速な工業化の

過程で，所得の不平等化が起こらざるをえなかったであ

九うと，推測する。より直接的に，家J十所得の分布の推

計に基づいて所得分配の推移をみようとする試みについ

ては，家計所得・支出調査によるデータが大きな偏りを

持ち，この目的のためには用いることができないと判断

する。所得分配についての著者の結論は，自由化された

料消での輸出志向工業化は所得分配上も望ましい効果を

持っとの通説と，正反対のものであるように忠われる。

両者の対立点がどこにあるのか，概念，方法論，統計デ

ータ使用の各国での，いっそうの検討が必要主である。

第4主誌では，労働力吸収の問題が取り上げられている。

まず，公刊されている雇用・失業統計につき，労働力化

率，潜在的労働供給，労働の季節性，偽装失業等に関し

て，統計概念および調査上の問題点が指摘され，使用上

の注意が述べられる。次いで，留保つきで潜在労働力供

給の推定がなされ， 1963～72年の期間につき，労働力害言

噴きは労働力供給よりも急速な増加を示したとの結論が下

される。続いて，この期間の産業別緩胤者数（n）の変化

が示され，産業｝；＼IJGDP(y）の変化と対照される。これに
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よると，平均労働係数（n/y）はどの産業でも低下するが，

経済全体としては，平均労働係数の低い第二次および第

三次産業のシェアの上昇をも反映する。限界労働係数

(Jn/Jy）については，第二次産業での低さが注目される。

労働力吸収の決定図として考慮されるのは，産業開で要

素使用比率が異なることと，各産業で要素価格比率が技

術選択；こ影響を与えることである。ただし，ここでは，

輸入代替工業化政策から輸出志向工業化政策への転換

と，それに伴う経済政策体系の変更が，労働力吸収を促

進したであろうとことが，一般的な議論として述べられ

ているのみで，十分な実証はなされていない。

この章の結論として， 60年代の韓関においては，平均

労働係数の低下にもかかわらず，急速な生産の成長が十

分な雇用の拡大をもたらしたと要約される。

III 

第5章では，農業が経済成長に巣たした役割を，食糧

供給に焦点を絞って検討する。前期に 2.3%であった農

業生産の成長率は，後期には4.2%に上昇する。そこで，

農業でのこのような成長加速を可能にした要因が探求さ

れる。労働力，土地，濯i銃，農業機械，肥料のそれぞれ

の投入量の雨期における成長率を比較して，いずれも生

産の成長加速を説明しえないと結論し，費用・価格関係，

農民金融，研究・普及活動等の「非物理的投入」にその

原因を求める。すなわち，費用・価格関係については，

1960年から63年にかけて生産物の投入物に対する相対価

格が改善されたことに枚目し，それがその後の成長加速

に貨献したと判断されるのまた，農民金融の拡大，研究

・普及・教育活動の展開についても，同様の結論が下さ

れる。しかし，これらの結論は，一般的な司能性として

の考察から導かれているものであり，韓国農業について

の実託研究に立脚しているものではない。しかも，研究

・普及・教育活動が生産関数の投入要素として考慮され

るのは理解できるが，費用・価格関係および農民金融の

生産への影響は，生産要素の投入量の増加に反映される

はずであり，それと独立にどのような経路で生産高を左

布すると考えられているのか，全く明らかにされていな

い。この点は，農産物輸入および政府の投資配分の農業

生産への影響についての箸行の議論にも，全く同様にい

えることであるc

第6章では，急速な成長を示した製造業に焦点があて

られる。まず，製造業全体についての成長加速を示し（前

期12.7%，後期17.5%），それぞれの期間での成長要因
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の検討が行なわれる。著者は，基本的性格づけとして

は，前期の工業成長の主因は，小規模かつ労働集約的生

産方法で，熟練や高度の技術を必要としない部門での容

易な輸入代替であったが， 60年代初頭までにその可能性

は尽くされ，後期には工業品輸出が成長を主導したとす

る通説に同意する。しかし同時に，著者は，後期におい

ても，肥料，セメン卜，鉄鋼，石油化学等での大規模投

資や，工業原材料中間財の生産にみられるように，輸入

代替の過税が進行していることに注意を促し，それを生

産と輸入のデータにより裏付ける。さらに，経済成長に

伴って国内市場が拡大し，また，資本の供給が増大する

につれ，需要・供給両国で新たな輸入代替の可能性が生

ずることが指摘される。

後期の工業品輸出の急速な拡大については，輸出額の

伸び，輸出総額中のシェアの上昇，工業生産中の輸出の

シェアの上昇が，統計的に示される。次に，補助金，融

資，関税払戻，免税，輸出・輸入リンク制等の輸出奨励

政策の概観がなされ，そのような政策のもとでの輸出拡

大のコストとベネフィットが検討される。コストとして

は，これらの政策が粗外貨稼得額の阪大化に向けられ，

輸入原材料への依存度が高く，しかも，高い関内資源費

用を伴うものであることを示す分析が紹介される。他の

コストとして，著者は外貨準備増に帰国する貨幣供給の

増加を挙げているが，これはマクロ金融政策上の問題で

あり，輸出拡大のコストと見倣すのは適切ではない。ベ

ネブf、ソ卜としては，資本設備輸入のための外貨の獲

得，輸出向け生産のもたらす生産効率の改警の一般的指

摘に加えて，労働力吸収効果が取り上げ、られ，労働集約

的産業での急速な輸出の増大が， l貨按・閑接に大きな雇

用効果を持ったと結論される。

急速な工業化は，建設，運輸，電力等への大きな需要

の伸びをもたらした。先にみたように，これらの部門で

の投資の増加は著しい。ここでは，労働集約的な建設業

と，資本集約的な運輸および電力業とが対比され，後者

でのみ供給のボトルネックがみられたとの指摘が，興味

深い。

以上みたように，この章での著者の指摘には，傾聴に

値するものが少なくなU、。しかし，輸入代替から輸出拡

大への転換を可能にしたメカニズムについては，十分な

検討はみられない。たとえば，輸出工業を担ったのがど

のような企業であるのか，また，輸入代替期の経験ない

し蓄積がどのような貢献をなしたのか，そのような産業

組織論上の問題へのアプローチはいっさい見られない。



IV 

第7章では，貨幣・金融面が取り上げられる。本章の

前半では， 1953年かち72年にかけて年平均16%強を示し

たインフレーションの原因を，貨幣の需給関係の推移を

追うことにより解き明かすことが試みられる。すなわ

ち，貨幣の供給が需要を超過するとき物価上昇が起こる

との基本的立場から，貨幣の超過供給の要因を，ハイパ

ワード・マネーの供給の変化と，貨幣乗数の変化とに分

解して，それぞれの寄与をみようとする。著者の結論は，

ハイパワード・マネーの供給増の影響がはるかに重要で

あったとするものであるが，上に要約したように，ここ

で行なわれているのは，貨幣供給増加の直接的原因の指

摘のみであり，実体経済との関連でインフレーション発

生のメカニズムを検討することは，考察の対象となって

いない。

実体経済との関係は，金融政策の評価の一環として本

章の後半で取り上げられる。ここでの中心トピヴケは．

1965年の利子率改定のもたらした効果の検討である。そ

の目指したところは，預金利率の引上け、による民間貯蓄

の吸収，貸付利率の現実的水準での設定，投資資金の効

率的配分の三つであった。著者によれば，改定後，貯蓄

糟加は達成されたが，政府のさまざまな優遇措置が継続

したために実効貸付利率は低くとどまり，それゆえまた，

市場メカニズムによる資金配分も達成されなかった。貯

蓄増加が高度成長を可能とする一閃となったと同時に，

低い貸付利率のもとでの超過需要に対し政府の方針に沿

った信用割当が行なわれ，産業構造および所得分西日に影

響を与えたとされている。との結論は，前章までにみた

成長と構造変化に対応する金融市での動向の要約とし

て，的を射ていると恩われるが，外国資金との関係，イ

ンフレーションと貯蓄との関係が十分検討されていない

のが，韓国経済の分析としては物足りない。

第8章では，第1次から第3次までの5カ年計画の戦

略的指標（成長率，投資率，貯蓄率，産業部門別GDP

シェアおよび投資配分，政府収入および支出〉が提示さ

れ，第1次および第2次計画期については，実績値と対

比される。ここで，第1次，第2次両期に共通にみられ

るのは，成長率の実績値が計画値を上回ったこと，第一

次産業への投資配分シェアの実績が計画を下回司たこ

と，そして，政府収入の GDPに対する比率の実績値が

計画値を下回ったことである。第1次計画の中心課題は

工業の基礎を築くことであり，第2次計爾の中心目標は

書評

工業部門の近代化に置かれたが，輸出拡大と外資導入に

主導された工業部門の成長は著しく，その結果として生

じた工業部門内部および部門間のアンパランスの是正

が，第3次計画での中心課題として設定され，数量的目

標に加えて，農村開発，地域問ノξランス等の質的目標が

追加された。著者は，質的目標について，達成目標も政

策手段も明確には示されておらず，必要資金が過小河価

されがちであることを指摘し，投資配分における第一次

産業および政府投資のシェアが不十分であろうとの疑念

を表明する。そして，セマウル運動に要した資金は，計

繭値をはるかに越えるものであったことが報告されてい

る。

この章には，経済計画の分析にあたってのいくつかの

有益な示唆が含まれ，また，先行計画期の経験が，計画

目標の設定および計画作成の方法論に与えた影響の指摘

は，きわめて興味深い。しかし，経済計画とより具体的

な諸政策（ことに，金融政策，貿易政策，外資政策）と

の関係については体系的な考察がなされず，そのため，

~H-商の斉合性の検討がマケロ指標相互のチ工、ソクのみに

依存し，計画実植而の検討が欠けている。

V 

以上紹介したように，本書は韓国経済についての事実

の確認と，実証的・厚生的分析とをあわせ含む。経済成

長と構造変化，そしてその帰結の記述にあたって，著者

は，利用可能な統計資料に基づいて確言できる範囲を明

らかにし，説明さるべき問題の所在をデータをもって語

らせる。しかし，著者のそのような厳しい態度は，提起

された問題の分析にあたっては，十分に貫かれているよ

うには思えない。開発経済学の一般的議論を，韓国経済

について検証することこそが必要である文脈で，むしろ

それらを援用して韓国経済の分析として提示している箇

所が散見され，また，実証上の方法論を示すことなく，

重要な結論が引出されている（たとえば，輸出主導型経

済成長，比較優位産業への特化〕。さらに，分析に際し

て，各章のトピックの問の相互関係が明らかでなく，異

なった仮定に立脚する個別研究の結果が，相互の斉合性

の検討を踏まえずに援用されている。

以上，幾分の批判的注釈を加えながら本書の性格を要

約したが，最後に，韓国経済の包括的研究として，本書が

今後の研究の出発点としてきわめて有用であることを，

強調しておきたい。

（アジア経済研究所経済成長調査部柳原透〕
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